
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令

（１）事業者が一般廃棄物の処理を他人に委託する場合の基準について

（第４条の４関係）

事業者が一般廃棄物の処理を他人に委託する場合には、他人の一般廃棄物の処理

を業として行うことができる者であって、委託しようとする処理がその事業の範囲

に含まれるものに委託しなければならないこと等を定める。

（２）法第７条第５項第４号へ（法改正により追加された欠格要件）の政令で定める使

用人について（第４条の７関係）

一般廃棄物処理業の許可の欠格要件に該当する者である、当該許可等の取消し処

分に係る聴聞通知を受けてから当該処分がある日までの間に廃業の届出をしてか

ら５年を経過しない法人又は個人の政令で定める使用人として、法第７条第５項

第４号リ及びヌと同様の者（本店又は支店の代表者等）を定める。

（３）廃棄物処理業の許可が不要となる廃棄物の広域的処理の環境大臣認定（法第９条

の９第１項及び法第１５条の４の３第１項）に関し、政令で定める必要な事項につ

いて（第５条の８から第５条の１０まで及び第７条の５関係）

廃棄物処理業の許可が不要となる廃棄物の広域的処理の認定に関し、

①認定を受けた者は、当該認定に係る処理の内容、処理を行い又は行おうとす

る者及び処理の用に供する施設に関する事項の変更をしようとするときは、

環境省令で定める軽微な変更を除き、環境大臣の変更の認定を受けなけれ

ばならないこと、

②環境大臣は、法第９条の９第１項又は法第１５条の４の３第１項の認定（①

） 、 、の変更の認定を含む をしたときは 認定証を交付しなければならないこと

③認定を受けた者は、①の軽微な変更をしたとき、当該認定に係る処理の事業

の全部の廃止をしたとき等は、環境大臣に届け出なければならないこと

を定める。

（４）産業廃棄物の処理施設における保管上限について

（第６条第１項第２号ロ（３）及び第６条の５第１項第２号チ（３）関係）

、 、産業廃棄物処理基準のうち 産業廃棄物の保管上限の数量を定める規定について

産業廃棄物と同様の性状を有する一般廃棄物として環境省令で定めるものを処理す

る施設において処理する場合にあっては、当該産業廃棄物の数量に当該一般廃棄物

の数量を含めて、保管上限以上の保管を禁止する。

（５）施行期日（附則第１条関係）

この政令は、平成１５年１２月１日から施行する。


